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論　文　外国人労働者と社会保障制度の課題

日本の公的年金制度・公的医療制度には国籍要件がなく，日本に生活の本拠がある外国人
にも適用が及ぶ。もっとも，公的年金制度については社会保障協定の締結により，短期滞
在の外国人労働者については出身国の制度に加入することが多く，労働者の国際移動に伴
う問題は部分的ではあるが解消されてきている。他方で公的医療制度については，社会保
障協定の対象となるケースが少ないため，日本に居住している外国人については日本の医
療保険の適用を受ける。そこでは，海外居住の被扶養者を日本の医療保険でカバーすべき
かという問題が生じ，近年法改正されたほか，不正加入や不適正受給といった問題が生じ
ている。こうした問題は，国際移動する労働者，とりわけ短期滞在する外国人労働者の登
場に伴い，社会保険で実現すべき社会連帯のあり方とその適切な機能を見つめ直す契機と
なっている。また，医療機関においては，医療通訳費や診療費自体の回収に困難を抱えて
いるケースも少なくない。日本に滞在する外国人の医療へのアクセスを充実させるには，
個々の医療機関での取組みが必要であり，国等による支援がますます重要となる。と同時
に，外国人患者への診療に伴うコストについては，患者本人または医療機関に過度な負担
が偏ることがないよう，集団的な負担方法も含めて，実効性の高い負担システムを検討す
る必要がある。
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Ⅰ　は じ め に

　日本で働く外国人の増加にしたがい，外国人の
日本社会における生活の保障・安定も重要な課題
となってくる。生活保護法は，外国人には適用が
ないと解され 1），永住者・定住者についてのみ事
実上の行政措置 2）として生活保護と同程度の給
付が支給されている。生活保護は最低限度の生活
を保障する制度として重要な機能を担うが，一般

的には，公的年金制度・公的医療制度が，多くの
外国人にとって生活の安定を保障する中心的な仕
組みとして機能している。日本に滞在する外国人
にも公的年金制度・公的医療制度の適用は及ぶの
だろうか。また，それらの制度は日本に滞在する
外国人との関係でどのような課題を抱えているの
だろうか。
　以下では，まず国民年金・厚生年金，国民健康
保険・健康保険において，外国人がそれぞれどの
ように位置づけられているのかを概観し，出身国
と日本の社会保障制度の調整のための取組みにつ
いて紹介した上で（Ⅱ），比較的短期に滞在する
外国人についても保障ニーズがある医療に注目
し，外国人との関係で生じている現在の課題を検
討する（Ⅲ）。なお，本特集の趣旨にしたがい，
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本稿では主に正規の滞在資格を有する外国人（特
に外国人労働者）を念頭に検討するが，適宜，そ
れ以外の外国人を取り巻く課題についても言及す
る。

Ⅱ　外国人と公的年金制度・公的医療制
度

１　公的年金制度

（1）加入―国籍要件の撤廃と現状
　国民皆年金の実現のため昭和 34 年に制定され
た国民年金法には，いわゆる国籍要件 3）が規定
され，外国人は強制適用の対象外であった。もっ
とも，昭和 56 年 10 月 3 日に「難民の地位に関す
る条約（難民条約）」及び「難民の地位に関する
議定書（難民議定書）」に日本が加入したため，社
会保障についても難民に対し内国民待遇（自国民
に与える待遇と同一の待遇）を与えるための法整備
が求められた。そこで，同年に国民年金法，児童
手当法，児童扶養手当法，特別児童扶養手当等の
支給に関する法律について，国籍条項を撤廃する
法律 4）が制定され，同条約の発効日である昭和
57 年 1 月 1 日に施行された 5）。
　したがって現在では，外国人であっても，基本
的に日本人と同様に国民年金法 7 条 1 項 1 号～3
号の要件を満たす場合には被保険者資格を取得
し，国民年金に強制加入することになる 6）。もっ
とも，第 1 号・第 3 号被保険者については，外国
人固有の適用除外類型が厚生労働省令（国民年金
法施行規則）にて規定されている。具体的には，
①在留資格「特定活動」のうち，日本に相当期間
滞在して病院・診療所に入院し疾病・傷害につい
て医療を受ける活動を行う者（医療滞在者）及び
その者の世話をする活動を行う者（医療滞在者の
付添人）（同施行規則 1 条の 2 第 1 号），②在留資格

「特定活動」のうち，日本に 1 年を超えない期間
滞在し，観光・保養等の活動を行う者（同条第 2
号）である。
　他方で，正規の就労資格を持って日本で被用者
として就労する場合には，厚生年金の適用も受け
る。厚生年金保険法の前身である昭和 16 年制定

の労働者年金保険法（その後，昭和 19 年の法改正
により「厚生年金保険法」に題名改正）は，外国人

（「帝国臣民に非ざる者」）を適用除外としていたが
（同法 16 条 5 号），終戦後の昭和 21 年勅令第 43 号
により上記国籍条項は撤廃され，昭和 29 年に全
部改正された現行の厚生年金保険法でも国籍条項
は定められていない。現在でも，国民年金法のよ
うに外国人固有の適用除外規定もないため，外国
人も日本人と同様に，「適用事業所に使用される
70 歳未満の者」（同法 9 条）に該当し，同法 12 条
の適用除外要件に該当しなければ，厚生年金の被
保険者となる（同時に，国民年金の第 2 号被保険者
となる）。
　
（2）給付―脱退一時金の意義と課題

　国民年金・厚生年金の適用を受け，年金の支給
要件を満たした外国人には，当然のことながら年
金受給権が発生し年金が支給される。支給要件を
満たした時点で海外に居住していても，また，支
給開始後に海外に転居した場合でも，年金受給権
は影響を受けず，海外の金融機関を通じて受け取
ることができる。
　もっとも，公的年金制度の中心的な給付である
老齢年金（老齢基礎年金・老齢厚生年金）を受給す
るには，少なくとも 10 年間の加入期間（厳密に
は，国民年金における保険料納付済期間と保険料免
除期間とを合算した期間）が必要である（国民年金
法 26 条ただし書，厚生年金保険法 42 条 2 号）。その
ため，短期滞在の外国人にとっては，下記の社会
保障協定による調整がない限り，保険料がいわゆ
る「掛け捨て」になるおそれが高い。そこで，公
的年金制度では，社会保障協定が締結されるまで
の当分の間の暫定的・特例的措置として，平成 6
年の法改正にて，日本を離れる外国人を対象に脱
退一時金の制度が設けられた。具体的には，例え
ば国民年金では，加入期間が 10 年未満で，保険
料納付済期間等の月数が 6 月以上ある外国人が，
被保険者資格を喪失して日本を出国した場合では
日本に住所を有しなくなった日から 2 年以内に請
求すれば，当該外国人が最後に保険料を納付した
月が属する年度の保険料額と当該外国人の保険料
納付済期間等の長さに応じて計算される脱退一時



No. 744/July 2022 57

論　文　外国人労働者と社会保障制度の課題

金が支給される（国民年金法附則 9 条の 3 の 2）。
厚生年金でも同様の外国人に対して，当該外国人
の平均標準報酬額に支給率（＝最終月（最後に被
保険者資格を喪失した日の属する月の前月）の属す
る年の前年の 10 月の保険料率×2 分の 1×被保険者
期間に応じた数）を乗じて得た額が支給される（厚
生年金保険法附則 29 条）。
　なお，脱退一時金の算定の際に考慮される保険
料納付済期間等や被保険者期間は，従来，3 年が
上限であった。上限 3 年とされた理由は，①脱退
一時金が外国人の短期滞在者に対する特別の措置
であること，②期間が定められている（更新に限
度のある）在留資格期間の最長が 3 年であること，
③一時金の対象となる出国者の大部分の在留期間
が 3 年以内であること，とされている 7）。しかし，
②については，平成 31 年施行の改正出入国管理
法による特定技能 1 号の創設により，期限付きの
在留期間の最長期間が 5 年になったという事情の
変化があり，また③についても，制度創設当時と
比べて，3～5 年滞在した者の割合が外国人出国
者全体の約 5％から約 16％に増加しているとの変
化がある。そのため，政令改正により，令和 3 年
4 月から，上記の上限が 5 年に引き上げられ，3
～5 年滞在する外国人のニーズにより合致した仕
組みとなった。
　確かに，短期滞在の外国人にとって，老齢年金
の支給要件を満たせず「掛け捨て」となる可能性
の高い保険料納付を求められるのは納得がいきに
くく，特に国民年金では滞納に結びつく可能性が
ある。そのため，帰国時に脱退一時金として拠出
した保険料を部分的に回収できる仕組みは，外国
人の保険料納付インセンティブを高めるという意
義がある。しかし，短期滞在の外国人でも障害・
死亡のリスクに対する保障は（現実にリスクが発
生しないとしても）日本滞在期間中に受けている
ため，保険のメリットを全く享受しないわけでは
ない。確かに，老齢のリスクについては受給の可
能性が低いことが最初から判明している場合もあ
るだろう。しかし，そうした低いリスクも含めて
集団内でリスク分散する制度が社会保険であり，
外国人であるということが保険料の掛け捨てを回
避する仕組みを特別に用意する理由になるとも考

えられない。脱退一時金制度は，社会保障協定が
発展するまでの暫定的・特例的措置として導入さ
れた経緯も踏まえると，その充実には慎重になる
必要があるだろう 8）。かつての厚生年金の脱退手
当金が，年金通算制度の導入や国民皆年金体制の
整備によりその使命を終え 9），昭和 60 年の基礎
年金改革時に廃止されたのと同様に，外国人に対
する脱退一時金も社会保障協定のさらなる発展に
よりその必要性は縮小し，将来的には，保険原理
の要請とも相まって，廃止も検討すべきだろう。
　
２　公的医療制度

（1）加入―国保の適用除外の変遷
　上記の公的年金制度と同様に，適用事業所に使
用される者であるか否かにより，健康保険（健保）
に加入するか国民健康保険（国保）に加入するか
が決まる。健保では，後述の国保のような外国人
固有の適用除外要件は規定されていないため，外
国人も日本人と同様に，「適用事業所に使用され
る者」（健保法 3 条）に該当し，同条の適用除外要
件に該当しなければ，健保の被保険者となる 10）。
　国保でも，国籍要件が法律上規定されたことは
ないが，制度創設当初より，「その他特別の理由
がある者で厚生労働省令で定めるもの」を適用除
外とする国保法 6 条 8 号（現 11 号）の規定を受
けて，同法施行規則 1 条 2 号が（ただし書に列挙
する一部の例外を除き）外国人を適用除外とする
旨を規定していた。もっとも，難民条約・難民議
定書への加入を受けて，昭和 56 年厚生省令第 66
号は，同号ただし書に難民条約の適用を受ける難
民も追加した。他方で，実際には多数の市町村で
外国人への国保の適用を規定する条例が定められ
ていたことなどから，昭和 61 年厚生省令第 6 号
により施行規則 1 条 2 号が削除され，明示的な国
籍要件は，いったんは法令上姿を消した。
　しかし，被保険者を定める国保法 5 条の「住所
を有する者」の解釈により，行政実務では，不法
滞在の外国人及び在留期間が 1 年未満の者は適用
除外とする運用が行われてきた。そうした状況に
おいて，不法滞在の外国人の国保適用が争われる
下級審裁判例が複数出され，肯定例 11）と否定
例 12）とに分かれていたが，最判平成 16 年 1 月
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15 日（民集 58 巻 1 号 226 頁）は，在留資格のない
外国人であっても，外国人登録をし，入管法 50
条の在留特別許可を求めており，かつ入国の経緯
等の諸事情に照らし，「当該市町村の区域内で安
定した生活を継続的に営み，将来にわたってこれ
を維持し続ける蓋然性が高いと認められる」場合
には，「住所を有する者」に該当すると判示し，
不法滞在の外国人でも国保の適用があり得ること
を明らかにした。もっとも同判決は，「社会保障
制度を外国人に適用する場合には，その対象者を
国内に適法な居住関係を有する者に限定すること
に合理的な理由がある」として「国民健康保険法
施行規則又は各市町村の条例において，在留資格
を有しない外国人を適用除外者として規定するこ
とが許される」とも判示し，不法滞在の外国人に
ついて省令で一律に適用除外することを許容して
いた。
　この最高裁判決を受け，平成 16 年 6 月に施行
規則が改正され，①入管法に定める在留資格を有
しない外国人 13），②在留期間が 1 年未満の外国
人，③外国人登録を受けていない外国人を適用除
外することが省令に規定されるようになり，従来
の行政解釈が明文化された。その後，平成 24 年
の外国人登録制度廃止に伴い施行規則が改正さ
れ，現在では，①住民基本台帳法 30 条の 45 に規
定する「外国人住民」以外の者（つまり，在留資
格のない者，在留期間 3 カ月以下の者等），②在留
資格「特定活動」のうち医療滞在者・医療滞在者
の付添人として滞在する者，③在留資格「特定活
動」のうち，1 年を超えない期間滞在し観光・保
養等の活動を行う者，④その他条例で定める者が
適用除外となっている（国保法施行規則 1 条）。し
たがって，在留資格のない外国人は引き続き適用
除外であるが，短期滞在の外国人については，現
在では 3 カ月を超える在留期間があれば国保の適
用が認められ 14），短期滞在外国人への保障が充
実した。もっとも，これにより後述のように医療
の「フリーライド問題」といわれる現象が生じる
ことにもなった。
　
（2）給付

　医療保険は短期保険であるため，年金保険のよ

うに受給権を取得するのに一定の保険加入期間が
必要ではない。そのため，年金のように保険料の
掛け捨てへの配慮は必要でなく，脱退一時金のよ
うな外国人固有の仕組みもない。

３　外国人への適用例

　外国人への一般的な適用ルールは上記の通りで
あるが，以下，簡単に具体的な適用例を見てみよ
う。
　外国人技能実習生は，日本入国後にまず，原則
2 カ月の座学講習を受講する。講習を実施する監
理団体又は実習実施者（企業単独型 15）の場合）と
の間で雇用関係はないため，厚生年金保険法や健
保法にいう適用事業所に使用される者には該当し
ない。そのため講習実施中は，国民年金の第 1 号
被保険者かつ国保の被保険者となる。その後，実
習実施者のもとでの実習実施中は実習実施者と雇
用関係が生じるため，実習実施者が厚生年金や健
保の適用事業所であれば，厚生年金の被保険者

（かつ国年の第 2 号被保険者），健保の被保険者とな
る。なお，技能実習生の出身国と後述の社会保障
協定を締結している場合には，多くの場合在留期
間は 5 年未満のため，出身国の制度が適用される
と考えられるが，技能実習生総数の半分以上を占
めるベトナム 16）とは協定未締結であるため，そ
うした者には（出身国の制度の適用にかかわらず）
日本の制度が適用される。
　また，平成 30 年の法改正により導入された特
定技能（1 号・2 号）については，厚生年金・健保
の適用事業所に雇用されているときはこれらに加
入することになるが，ここでも下記の社会保障協
定の適用の可能性がある。

４　社会保障協定による調整

　上述のように，日本の公的年金制度・公的医療
制度の適用要件を満たすと，出身国において社会
保障制度に加入しているか否かにかかわらず，強
制加入となる。しかし，両国の制度に重複して加
入する場合には負担も過重であるうえ，長期保険
の年金保険では，両国の制度での加入実績がいず
れも不十分でいずれの国でも受給要件を満たさな
いという可能性もある 17）。こうした問題は，日
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本に滞在する外国人だけでなく，海外に滞在する
日本人にも生じる。そこで，日本は諸外国との間
で，①二重加入の防止，②加入期間の通算（協定
によっては①のみ）を内容とする社会保障協定を
締結することで，上記のような問題の解決を図っ
ている 18）。日本は，令和 4 年 6 月 1 日現在，23
カ国と協定を署名済みで，うち 22 カ国とは発効
済みである。なお，年金と医療の両方を対象とす
る協定と，年金のみを対象とする協定とがある。
　
（1）二重加入の防止

　海外の事業主から日本に 5 年を超えない見込み
で派遣される場合には，協定の例外規定が適用さ
れ，引き続き派遣元国の社会保障制度のみに加入
し，日本の社会保障制度の加入が免除される（協
定によっては，派遣期間の見込みにかかわらず，派
遣開始日から 5 年間は派遣元国の社会保障制度のみ
に加入し，日本の社会保障制度の加入が免除される
こともある）。こうした二重加入の防止は，自営
業者にも適用される。派遣期間が 5 年以内のケー
スについて調整を行うことから，比較的短期の滞
在をする外国人向けの仕組みといえる。
　
（2）加入期間の通算

　加入期間の通算は，長期保険である年金につい
てのみ関係する。加入期間通算とは，協定相手国

（又は日本）の年金制度の加入期間のみでは，受
給資格要件を満たさない場合に日本（又は協定相
手国）の年金制度の加入期間も協定相手国（又は
日本）の加入期間とみなし，年金加入期間を通算
することにより，協定相手国（又は日本）の年金
を受けられるようにするものである。なお，二重
加入の防止措置が適用される場合には，相手国の
年金制度のみに加入するため通算の必要はない。
したがって，加入期間の通算が関係してくるの
は，主に 5 年を超える比較的長期の滞在をする外
国人といえる。
　こうした社会保障協定は主に公的年金制度の適
用に関し，国際移動する労働者の利益に資する
が，国際移動に伴い社会保障に関して生じうる問
題を全面的に解決するものではない 19）。また，
経済界等からの要望にもかかわらず，日本に滞在

する外国人の出身国 1 位であるベトナムとの協定
締結に至っておらず，協定締結に向けた交渉を進
めることが望ましい 20）。

Ⅲ　外国人と医療の課題

　日本に滞在する外国人の社会保障ニーズのうち
年金については，部分的ではあるが社会保障協定
により一定の解決が図られつつある。他方で，滞
在資格や滞在期間にかかわらず医療ニーズはどの
外国人にも存在し，またニーズが生じたらすぐに
現地で対応する必要があるため，医療の保障は年
金以上に日本に滞在する外国人にとって重要であ
る。そこで，以下では，日本に滞在する外国人を
めぐる医療の課題について，公的医療保険への適
用関係（包摂・排除），外国人患者への医療提供に
伴うコスト，支援体制の 3 つの視点に沿って検討
する。
　
１　公的医療保険への包摂・排除―連帯の適正化

（1）健康保険の被扶養者
　外国人労働者の増加に伴い，海外に在住する被
扶養者をどのように日本の医療保険でカバーすべ
きか，という問題が生じていた。典型的には，健
保に加入している外国人労働者の親族で出身国に
居住している者が，生計維持要件 21）を満たして
いるとして健保の被扶養者となった上で，医療を
受けるために来日し，被扶養者として健保の財源
で医療費の多くを賄うというケースや，海外での
治療行為について健保の療養費（海外療養費）な
どを受給するケースなどが問題となっていた。
　これらのケースは，被扶養者の治療等に関し支
払われる家族療養費等の受給権者が，被扶養者の
生計を維持し，その医療費を現実に賄っていると
考えらえる被保険者である以上（つまり，海外居
住の被扶養者であっても，その医療費を被保険者が
負担している関係にある以上），直ちに不当ともい
い難い。もっとも，その正当性の前提は生計維持
関係が真正であることである 22）。そのため，ま
ず実務では，平成 30 年に，必ずしも適正に実施
されてこなかった海外に居住する被扶養者の認定
確認について，統一的な取扱いをするよう通知が
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発出された（平成 30 年 3 月 22 日保保発 0322 第 1
号）。
　さらにはより根本的には，（生計維持関係が真正
であるとしても）日本に生活の本拠がない被扶養
者に日本の公的医療保険の適用を及ぼすことが適
当か否か，という問題が提起された 23）。これは，
外国人の被保険者に限らず，日本人の被保険者に
ついても，その家族の居住地が地域的に拡大して
いく中で，日本の社会保険では誰と誰の連帯を機
能させるべきか，を問い直すものである。この問
題について，令和元年に健保法（及び国民年金法）
が改正され，健保の被扶養者要件（及び国年の第
3 号被保険者要件）について，原則として国内居
住要件が追加されることとなった（令和 2 年 4 月
1 日施行）。海外居住者を被扶養者から排除するこ
とで，医療保険にて機能すべき連帯について，日
本社会の構成員間の連帯（社会連帯）という性質
が明確になったといえる。

（2）国保の不正加入・不適正受給
　日本で就労しているのに，事業主が保険料負担
を嫌って，あるいは外国人労働者本人も加入を望
まないなどの事情から，従来は，健保・厚生年金
の未加入問題が指摘されてきたが 24），近年では，
国保の不正加入・不適正受給が問題視されること
が多い。
　前述のように，現行の国保では在留期間 3 カ月
以下の短期滞在者や，治療目的の医療滞在ビザの
者は適用除外である。そのため，本来は医療目的
であるのに留学ビザや経営・管理ビザなどと入国
目的を偽って入国し，国保に加入して高額な医療
を受けて帰国する不正加入の事例が増加している
といわれている 25）。そこで，厚生労働省は，平
成 29 年 12 月 27 日保国発 1227 第 1 号を発出し，
被保険者資格管理の適正化に向けた試験的運用を
開始した（平成 30 年 1 月～12 月）。具体的には，
国保の外国人被保険者が資格取得から 1 年以内に

（高額療養費の受給の準備にあたる）限度額適用認
定証の交付申請を行った場合に，当該被保険者の
住所，在留資格，在留期間，就労状況，就学状況
等を調査し，その結果，在留資格の本来活動を
行っていない可能性がある場合には，地方入国管

理局に偽装滞在の可能性がある旨を通知するとい
うものである。通知を受けた地方入国管理局は事
実調査を行い，必要に応じて在留資格の取消しを
行う。この通知制度は，平成 31 年 1 月 7 日保国
発 0107 第 1 号により対象が拡大された（高額療
養費，海外療養費，出産育児一時金の支給申請を行っ
た場合等にも拡大）。さらに，令和元年の「医療保
険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康
保険法等の一部を改正する法律」（令和元年法律第
9 号）により国保法 113 条の 2 第 1 項が改正され
た。同改正では，（日本人を含む）国保被保険者の
資格管理等を適正に行うため，市町村が関係者に
報告を求めることができる事項として，「被保険
者の資格の取得及び喪失に関する事項」が追加さ
れた。外国人の場合，市町村が報告を求める関係
者としては，留学先である日本語学校等や経営・
管理を行う企業の取引先等が想定され，これによ
り偽装滞在の調査がしやすくなっている。
　他方で，不適正受給への対策も強化されてい
る。国保（及び健保）は，海外の医療機関で受け
た診療等については療養費（いわゆる海外療養費）
が支給され，海外での出産についても出産育児一
時金が支給されるが，海外での診療や出産の事実
がないにもかかわらず請求する不正請求事例が問
題視されている。そのため海外療養費・出産育児
一時金について，近年支給適正化に向けた対策が
強化されている 26）。もっとも，この不正請求は
日本人被保険者でも生じうることであり，外国人
固有の問題ではないことに留意する必要がある。
　なお，上記の通り，現在では，在留期間 3 カ月
超から国保に加入する。他方で，国保の保険料は
前年の日本国内での所得額を基準に算定するた
め，1 年未満の在留であれば保険料を負担せずに
国保から給付のみを受けることができる。こうし
た状態を医療保険の「ただ乗り（フリーライド）」
と見て，再度，在留期間 1 年以上の者に制限すべ
きという意見もあるかもしれない。しかし，現に
医療ニーズを抱え，これまで社会の構成員と捉え
られてきた者たちを，保険料負担におけるタイム
ラグという技術的な問題のみで排除することは，
国保が拠って立つ社会連帯の理念を損なうことに
なり，妥当ではないだろう 27）。
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２　外国人患者への医療提供に伴うコスト

（1 ）多言語化対応やその他の外国人患者特有の
コスト

　医療保険の適用の有無にかかわらず，外国人患
者への医療提供に関する最大の課題は言語であろ
う。医療に関わる専門用語を理解する必要がある
ため，言語の問題は，外国人観光客だけでなく，
中長期的に日本で就労する外国人労働者にとって
も重要である。そのため，日本に滞在する外国人
の増加に伴い，医療通訳等の多言語化サービスの
整備が各医療機関にて必要であり，その整備は
徐々に進んでいる。厚生労働省の調査（厚生労働
省『令和 2 年度医療機関における外国人患者の受入
に係る実態調査について』（以下，厚労省『実態調査』
という））によると，2 次医療圏のうち，①医療通
訳者が配置された病院があるのは 148 医療圏

（44.2％），②電話通訳が利用可能な病院があるの
は 237 医療圏（70.7％），③ビデオ通訳が利用可能
な病院があるのは 91 医療圏（27.2％），④タブレッ
ト端末・スマートフォン端末等の利用可能な病院
があるのは 279 医療圏（83.3％）であった（令和 2
年度）。そして，①～④のいずれかが利用可能な
病院がある 2 次医療圏は，70.4％（平成 30 年度）
→ 89.3％（令和元年）→ 91.3％（令和 2 年度）と増
加している。もっとも病院ごとの整備状況では，
①医療通訳 6.9％，②電話通訳 15.0％，③ビデオ
通訳 3.7％，④タブレット端末等 26.6％，①～④
のいずれかが利用可能 36.4％（令和 2 年度）にと
どまり，整備状況は必ずしも十分とはいえない。
こうした課題に対し日本医師会は，医療通訳を各
医療機関が雇用することは困難であるとして，不
定期に，かつ即時対応ができる通訳のツール（特
に電話医療通訳）が必要であり，電話医療通訳の
さらなる普及に向けた国の対応が必要と指摘して
いる 28）。
　また，医療通訳に伴う費用は，健保・国保の給
付外のため，自由診療で受診する外国人だけでな
く，公的医療保険の適用を受ける外国人に対して
も，医療機関は診療費以外の追加的費用として患
者に請求できる。しかし，請求している病院は全
体の 4.3％のみである（ただし，外国人患者の受入

れが多い病院では請求の割合が高く，JMIP 登録医療
機関 29）もしくは JIH 登録医療機関 30）では 29.1％，
拠点的な医療機関に限ると 7.9％となる（厚労省『実
態調査』））。
　このように，実際には多くの医療機関が医療通
訳に伴う費用を負担している現状がある。医療機
関に負担が偏ると，医療機関による医療通訳の整
備を阻害するおそれもあるため，その費用負担は
適正にまかなわれる必要がある。本来は，医療通
訳サービスを受けた個々の外国人患者が負担すべ
きであるが，後述のように診療費本体についても
医療機関による徴収が困難となっていることから
すれば，個々人から徴収する現在の仕組みには限
界もある。そこで，集団的に費用負担する仕組み
の導入は一考に値する。ただし，医療通訳費用を
公的医療保険の給付内とすることは妥当ではない
だろう。なぜなら，治療に関しコミュニケーショ
ンが取りにくい患者（小児や知的障害者）につい
ての付添費用は保険給付の対象外とされているこ
とからすると 31），外国人のコミュニケーション・
コストのみ保険適用するというのは均衡を失する
からである。他方で，学説からは，上述の国保の

「ただ乗り」問題への対処として，滞在期間に応
じて応分の負担を入管時に求める提案において，
その財源の一部を医療通訳費等に充てることで外
国人に一部還元するアイディアが示されてい
る 32）。
　医療通訳費用のほか，外国人患者の診療には日
本人患者とは異なる追加的サポートが必要となる
ことが多い。国保等の適用を受ける外国人だけで
なく，保険適用のない短期滞在の外国人（主に旅
行者）が受ける自由診療に関し，その診療価格を
どのように設定するべきかという課題もある。外
国人の自由診療について 9 割以上の医療機関が診
療報酬点数表を活用した倍数計算（1 点＝〇円で
換算）を実施しているが，そのうち，1 点当たり
10 円を超える診療価格を設定する医療機関は，
9.6％（令和元年）→ 24.3％（令和 2 年）と大幅に増
加し，とりわけ，外国人患者の受入が多い JMIP・
JIH 登録医療機関では 66.3％（令和 2 年）に達し，
そのうち 27.9％は 1 点当たり 20 円を超える価格
設定を行っている（厚労省『実態調査』）。他方で，
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1 点 10 円とする医療機関が多いことも事実で，
多くの医療機関では外国人患者の追加的費用に関
し適切な診療価格を設定するノウハウがないと指
摘されている 33）。この指摘は，自由診療だけな
く，保険診療の対象となる外国人患者にかかる追
加的費用にも妥当するだろう。自由診療や，保険
診療に上乗せされる追加費用の価格は，基本的に
各医療機関が自由に設定できるものであるが，各
医療機関が適切な価格設定を行うことは，外国人
患者だけでなく医療機関にとっても有益である。
そのため，どちらかが過度な負担を負うことのな
いよう，国等が適切な診療価格や追加費用の設定
のあり方を分析し情報提供することが必要であろ
う。

（2）未収金問題
　医師法 19 条 1 条は医師の応召義務を定めてい
る。そのため，たとえ医療保険の未加入者であっ
ても診療は提供されるが，その際，患者の資力が
乏しい等の理由で，医療機関が治療費を回収でき
ない場合がある。こうした未収金問題は，日本人
についても生じる問題であるが，相手が外国人だ
と回収がより一層困難になることは想像に難くな
い。特に医療保険に未加入の外国人の場合，自由
診療となるため医療機関が当該外国人から徴収す
る必要のある額は保険適用より高額となるのに加
え，当該外国人を追跡することは困難となること
が多いだろう。実際，令和 2 年 10 月 1 日～31 日
に外国人患者の受入れ実績のある医療機関のうち
16.5％が外国人患者による未収金を経験し，医療
機関当たりの発生件数は平均 4.4 件（最大 36 件），
総額平均 37.0 万円（最大約 990 万円）であった（厚
労省『実態調査』）。
　未収金については，保険者徴収制度（健保法 74
条 2 項，国保法 42 条 2 項）もあるが，保険適用外
の外国人の場合には利用することができない。外
国人患者に特化した未収金対策事業としては，国
庫補助事業である医療提供体制推進事業費補助
金 34）による「救命救急センター運営事業」とし
て各都道府県等が行う外国人患者に係る医療費の
一部補てん制度（1 カ月 1 人当たり 20 万円超の未収
金について 20 万円を超える額の補助）がある。こ

れは，当該外国人患者から徴収するのではなく，
救命救急センターを設置している医療機関が抱え
る未収金の一部を補てんする事業であるが，緊急
医療に係る未収金に限定されている。他方で，低
所得者など経済的理由により診療費の支払いが困
難な者を対象とした無料低額診療事業（社会福祉
法 2 条 3 項 9 号）として，社会保険でカバーされ
る部分を除く診療費を実施医療機関が負担し，患
者自身は無料又は低額の自己負担のみで医療を受
けられる社会福祉の仕組みもある。同事業を実施
する医療機関は税制上の優遇措置の対象となる。
同事業は，不法滞在の外国人も対象としており，
同事業の対象者については自己負担額が抑えられ
るため結果的に未収金そのものの発生を抑制する
効果があるが，同事業の対象者は一定の所得要件
を満たす者に限られ，実施する医療機関も多くな
い 35）。外国人患者の未収金についての取組みは，
こうした部分的・間接的なものにとどまっている
のが現状である。

３　外国人患者への医療提供に係る支援体制

　日本の公的医療保険は多数の制度が併存し，そ
の加入要件も就労の有無などによりさまざまであ
るため，外国人が正確に理解し適正に受給するの
は容易ではない。そのため，未加入対策という面
からも，日本の公的医療保険の仕組みについての
多言語での周知や情報提供，そのための窓口整備
が重要である 36）。そこで国は，在留外国人が医
療に限らず，在留手続，雇用，福祉，出産・子育
て，子供の教育等の生活に係る適切な情報や相談
場所に迅速に到達することができるよう，情報提
供・相談を多言語で行う一元的相談窓口の整備に
取り組む地方公共団体に対し外国人受入環境整備
交付金を交付し支援している（交付金を受けてい
る団体数は令和 2 年末時点で 207 団体）。
　また，外国人が法令にしたがって適正に診療を
受ける場合であっても，外国人・医療機関双方は
さまざまな困難に遭遇するため，それぞれに対し
複数の支援措置がとられている。例えば，国（厚
生労働省・観光庁）から都道府県への働きかけに
より 37），外国人患者を受け入れる拠点的な医療
機関が選出されリスト化が進められている。ま
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た，厚生労働省の補助金事業である「医療機関に
おける外国人患者受入れ環境整備事業」の一環と
して，①地域における外国人患者受入れ体制のモ
デル構築事業，②団体契約を通じた電話医療通訳
の利用促進事業，③医療通訳者・外国人患者受入
れ医療コーディネーター配置等支援事業等が実施
されている。さらに，国・都道府県による外国人
対応に係る医療機関向けの相談窓口の設置が令和
3 年より始められている 38）。外国人患者への対応
に苦慮する医療機関への国等による支援は，それ
を通じて間接的に外国人患者への支援ともなるた
め，今後さらに発展させる必要がある。それと同
時に，上述の通り，外国人患者の受入体制を整備
する個々の医療機関の負担（追加的費用）を，誰
にどのように分担させるべきかを検討する必要が
あるだろう。

Ⅳ　お わ り に

　以上みたように，日本に滞在する外国人の増加
は，とりわけ短期滞在する外国人という，制度が
あまり想定してこなかった類型への保障の問題を
提起し，公的医療保険で機能すべき社会連帯を見
つめ直す契機となっているといえる。比較的短期
間滞在する外国人については，「保険料の掛け捨
て」や「保険へのただ乗り」という言葉で表現さ
れるような，社会保険の機能を損得で測る発想が
しばしば登場する。こうした発想は日本人被保険
者にも生じるが，短期滞在する外国人については
より分かり易い形で問題が生じるため，損得の発
想が生じやすい。しかし，社会保険が基盤とする
社会連帯は社会の構成員同士の助け合いであり，
そこでは低いリスクの者も含めて強制的にリスク
分散に参加することに意義がある。「掛け捨て」
や「ただ乗り」という局所的な現象に対処するこ
とで，社会連帯の本質を損なうことがないよう，
外国人に対する社会保険の制度設計やその運用に
ついては，適正な社会連帯を維持する観点から常
に吟味され続ける必要がある。
　他方で，医療保険の適用の有無にかかわらず，
外国人患者を受け入れることに伴う個別の医療機
関に生じるコストや，外国人患者を受け入れるた

めの社会的な基盤整備についても，その集団的な
負担方法を含め，どのように社会で対応していく
べきかをさらに議論する必要がある。その際に
は，外国人患者を受け入れる個々の医療機関での
取組みを方向づけ，促進するための国の役割がさ
らに重要になってくるだろう。今後も日本で就労
する外国労働者が増加傾向にあり，その定住化に
伴い外国人の高齢化も進展していくと考えられ
る 39）。外国人・医療機関双方への支援の充実が
さらに求められ，それに伴い増加するコストにつ
いて，実効性の高い負担システムの検討が求めら
れることになるだろう。また，本稿は医療ニーズ
に着目したが，新型コロナウイルス感染症の影響
で，生活に困難を抱える外国人も増加し，生活困
窮者自立相談支援機関への外国人による相談件数
も急増している 40）。そのため，医療に限らず，
日本で生活する外国人労働者の生活を保障するた
め，多言語化対応した相談窓口の充実などがより
一層必要となってくるといえる。
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